予算要求資料
平成26年度3月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　新　ハラールプロジェクト推進事業費（国補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　農政部　農産物流通課　輸出戦略・流通企画係　電話番号：058-272-1111（内2855）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　79,809千円（現計予算額：　－　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	79,809
	79,409
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	400

	決定額
	79,809
	79,409
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・これまで岐阜県では「観光、食、モノ」を一体的にＰＲする飛騨・美濃輸出戦略プロジェクトにおいて、食ではアセアン地域をターゲットに飛騨牛、富有柿を中心に実施している。今後、更なる輸出拡大を図るため、インドネシアやマレーシア等のイスラム諸国へ向けた取り組みを進める必要がある。

・イスラム諸国における日本産牛肉の輸出については、現在解禁しているアラブ首長国連邦（以下、「ＵＡＥ」という）に加え、平成26年７月にカタール、平成26年12月にはインドネシアへの輸出が解禁となった。また、マレーシアについては、禁輸措置解禁に向け政府間交渉中であり、今後、イスラム諸国への日本産牛肉市場の更なる拡大が見込まれる。

・しかし、イスラム諸国では、イスラム教の戒律で定められている「ハラール」の定義に則した食品やサービスが課題となっており、ハラール認証取得に向け、「岐阜県ハラールプロジェクトチーム」を設置し、官民協働で調査研究を行うとともに、ハラール認証取得に向けた認証基準の正確な把握等に基づくハラール対応食肉処理施設モデルを策定した。
・今回、食肉に特化したハラールに対する情報提供を行うとともに、インドネシア等で飛騨牛のプロモーションを実施する。また、ハラール対応食肉処理施設モデル案を踏まえ、ハラール対応食肉処理施設整備に向けての基本計画を策定する。

（２）事業内容

①　ハラールセミナーの開催

　　②　インドネシア等での市場調査

　　③　インドネシア等での飛騨牛プロモーション

　　④　ハラール対応食肉処理施設整備に向けた基本計画策定

　　　　
（３）県負担・補助率の考え方

　　　輸出への取組は、県の農業支援対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無

当該事業は、新たな輸出先・品目の場合は、県が一元的に推進することできっかけづくりをするものである。

輸出ルートが確立されてきた後は、農業団体等で構成される岐阜県農林水産物輸出促進協議会で発展的かつ柔軟に取り組む体制を取っており、効率的に輸出促進する体制を整えている。
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	90
	講師謝金

	旅費
	11,275
	市場調査及び講師費用弁償等

	需用費
	486
	会議、消耗品等

	役務費
	1,010
	携帯電話通話料

	委託料
	66,700
	基本計画策定委託、通訳等

	使用料
	248
	会場借り上げ料等

	合計
	79,089
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　・長期構想

　　　Ⅱ－２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　　　　　多様な流通・販売ルートを確保する。
・ぎふ農業・農村基本計画

戦略的な流通・販売として、海外への輸出促進を図ることとする。
（２）国・他県の状況

　　　国：食肉等の施設整備に対する補助メニュー有

　　　　強い農業づくり交付金
　　　　・内容： イスラム圏向けのハラール対応型食肉処理施設等の整備

　　　　・補助：１／２

　　
（別紙２）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　日本産和牛解禁国であるインドネシアへテスト輸出を実施し、日本産和牛における飛騨牛の認知向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	インドネシア飛騨牛の年間輸出量（kg）
	0
（H26）
	
	
	
	100

（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	国内市場の縮小が見込まれる中、岐阜県産農産物の輸出促進及びブランド価値向上のため、必要性は高い。
また、イスラム諸国は経済成長著しく、新たな市場として有望である。　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国においては、TPP交渉参加に伴い輸出促進への取組をさらに加速しているため、県としても輸出促進への取組継続が不可欠である。
今回、ターゲットとするインドネシア・カタールについては、ハラール認証や、輸入規制等や輸出・輸入事業者の情報がないため、早急な制度や市場流通の調査が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　国内市場の縮小が見込まれる中、イスラム諸国を新たなターゲットに加えて輸出先国、品目の拡大に継続して取り組んでいく。


